
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 3年  度  事 業 報 告 書

令和 3年 4月 1 日から 令和 4年 3月 31 日まで

特定非営利活動法人持続可能な環境共生林業を実況する自伐型林業推進協会

1 事業の成果

当年度は全国で自伐型林業を支援する自治体をつくるために、展開する自治体への提案と林業事業体
の設立支援にも注力した。また、広域に地域グループを支援する「地域支援組織」の立ち上げにも力を
入れ、中間支援組織としての活動を行った。その結果、前年度と比較 して新たな委託自治体、および事
業体が増加 した。さらに広報事業と組織基盤の強化を進め、会員の拡大にも繋がった。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事 業 内 容 実 施

日 時

実 施

場 所

従事

者

の人

数

受益対象
■ム
ロ́

の範囲及

び

人数

事業費

の

金額

(千

円)

自伐 型 林

業 推 進 に

よ る 農 山

漁 村 の 再

生 お よ び

普 及 啓 発

事業

地域特性 に合わせた 自伐型林

業方式の開発 をお こないなが

ら、 自伐型林業 を全国に普及

させ ることによ り、農 山漁村

の再生 を 目指す事業 を展開す

る。具体的には、

1  地域再生を 目指す地域

と連携 し、 自伐型林業 を活用

した事業展開を実施する。

2  国 (林 野庁等)や企業、

財団等 に働 きかけ財源 を確保

し、「森林経営モデル構 築事

業」のよ うな 自伐型林業推進

事業を創設 し、運営す る。

3   自伐型林業推進で農 山

漁村再生できるとい う事例や

情報を発信 し続ける。

随時 全国 60  人

程度

山 林 所 有

者 及 び 林

業施業者

1,000人 程

度

16,170

林 業 に 関

す る 政 策

提 言 お よ

び コ ン サ

ル テ ィ ン

グ事業

l  国、県、市町村に対 し

て、 自伐型林業展開が林業再

生 と地域再生のキー となるこ

との政 策 提 言 を実施 し続 け

る。

2  全国で 自伐型林業 を展

開 し始 め る、個 人 ・ グル ー

プ・ 団体・ 自治体等に対 して

コンサルテ ィング活動 をお こ

な う。

随時 全 国 10 人
程度

山 林 所 有

者 及 び 林

業施業者

200人程度

13,152



林 業

山 漁

関 す

・ 農

村 に

る研

調 査

び 教

研 修

究

お

育

事

よ

業

1  公的機関、民間機関等

がお こな う林業、農 山漁村再

生、エネルギー利用等に関わ

る調査・研究事業の受託や参

画・連携を積極的に行 う。

2  自伐型林業 を推進・実

装す るために、教育・研修事

業を展開する。

随時 全 国 10人
程度

山 林 所 有

者 及 び 林

業施業者

150人程度

42,347

自伐 型 林

業 者 の ネ

ッ トワ ー

ク 創 出 事

業

1  全国の自伐型林業実践

者のネ ッ トワークを構築 し、

拡大を図る。

2  全国の自伐型林業実践

者への情報発信を定期的に行

う体制を整え、また双方向の

情報交換できる仕組みを構築

する。

随時 全国 12 人
程度

業

会

　

マ

時
あ

　̈
　
　
　
　
／

」̈

セ

一　

　

刀

踊

¨

ヽ
員

メ

業

者

会

ヽ

山 林 所 有

者 及 び 林

ガ 購 読

2,000人 程

度

560

木 材 利 用

び 木

イ オ

に 関

開 発

よ

バ

ス

る

業

お

質

マ
す

事

出 回・ 販売対策 として、新た

な木材利用やエネル ギー利用

等に関す る開発事業 にも積極

的に関与する。

随時 全国 3人 程

度

山 林 所 有

者 及 び 林

業施業者

20人程度

森 業 山

業 ・ 森 林

文 化 創 出

事業

1  主業 としての 自伐型林

業だけでな く、農 山漁村で生

計 を立て る上で必要 な副業開

発事業も展開する。

2  中山間地域に最 もふ さ

わ しい、林業 と農業の兼業ス

タイルの開発に努める。

3  林業文化、山村文化保

全・開発も実施する。

随時 全国 5人 程

度

山 林 所 有

者 及 び 林

業施業者

20人程度

(2)そ の他の事業

事業名 事 業 内 容
施

時

実

日

施

所

実

場

従事
」ί
f]

の人

数

事業費

の

金額

(千

円)

この法人 に関

す る物 品の販

売事業

法人に関す る物品を随時販売す

る。

当年 度 は

実施せず

ホ ー ムペ ー ジ

ヘ の 広 告 掲 載

事業

法人の 目的に賛同す る団体のHP

の リンクを当法人のHPに貼 るこ

とで広告宣伝する。

当 年 度 は

実施せず



法人名 :NPO法人自伐型林業推進協会

活動量墓姜
2021年 4月 1日 から 2022年 3月 31日 まで

!経常収益

1.受取会員

正会員受取会員

2.受取寄附金

受取寄附金

3.受取助成金等

受取民間助威金

4.事業収益

事業収益

5.そ の他収益

雑収益

受取利息

経常収益計

‖経常費用

1.事業費

(1)人件■

給料手当

雑給

法定福利■

人件■計

(2)そ の他経費

会凛員

交際賣

旅費交通費

水道光熱費

遇僧運搬費

消耗品費

修饉費

■借料

業務委託■

謝金

支払手数料

新聞図書員

地代家賃

印刷製本貴

租税公課

研修費

保険料

澪価償却費

雑費

位

75,909「 〕57

107,074

32,934

18723,745

9,258

260,953

1´と27,606

57′340

lβ95,014

13ρ58,102

5571,995

2270

1,148,014

60,000

459,16

2,468,622

11,405

256,958

4541236

11,78

科 目 金額

1,796,714

87

480,000

78Ql12

18,21,027

53,931,417

1,796,801

21,667,496

147,850

3,343,884

25■59230



科目 金ロ

広告宣伝員

その他経費計

事業費計

2.管理費

(1)人件費

給料手当

法定福利費

人件費計

(2)そ の他経■

福利厚生費

会議費

交際贅

旅費交通費

水道光熱費

通信運搬費

消耗品費

賃倍料

彙務委託費

支払手数料

新蘭図書費

地代家■

印刷製本費

租税公課

保険料

緒会員

減価償却費

鮭費

支払利患

その他経費計

管理員計

経常費用計

当期経常増減額

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期燥越正味財産額

1256200

72231,550

10,33598

82,465,148

47,072β20

867502

150555

1,18,057

31,080

219,893

25,816

571253

182,025

1,21,738

312,710

14,000

3ρ93540

298,832

3,797

2,38,472

54,803

72538

26,754

15,000

180,47

7,677

45,366

9,15,541

-6,555,791

‐6,555,791

70,000

‐6,625,791

10,667■76

4,αll,685



法人名 :NPO法人自伐型林業推進協会

宣債�照壼
2022年 3月318現在

単位 :円

科 目 金■

6.659,963

1987,582

35382,219

63,070

789,371

387,944

1,177β 15

2,125583

2,125583

“

,092β

“

3,302β 98

47.395,732

25,000,000

101250,036

404,715

70,000

1■51,900

6,035,975

241,421

43,354,047

10,667,476

‐6.625,791

43,54,047

4,041,685

47,395,732

1責産の部

1.流動責産

現金預金

前払費用

未収金

預け金

流動資産合計

2.固定貴産

(1)有形固定責産

機械装
=

工具器具備品

有形固定資産計

(3)投費その他の資産

差入保証金

投資その他の資産計

固定費産合計

貴産合計

|1負債の部

1.流動負償

短期僣入金

未払金

未払費用

未払法人税等

未払消員税等

前受金

預り金

流動負債合計

2.固定負債

固定負債合計

負債合計

‖1正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計



財登諸表の注記
1.重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2 017年12月 2日最終改正NPO法 人会計基準協日会):こ よつていま

丸

(1)固定責産の減価償却の方法

有形固定責産は、法人税法の規定に書づいて定率法で償却をしています。

無形固定責産は、法人税法の規定に基づいて定額法で償却をしています。

(2)施設の提供薔の物的サービスを受けた場合の会計処理

施設の提供等の物的サービスを受入れは、活動計算●に計上していま九 また計上額の算定方法は
'3.施

設の提供等の物的サー

ビスの受入の内びし 1こ配餞しています。

(3)消 費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

2.事業別損益の状況

事業別損益の状況は以下の通りです。

位 :円
)

l経常収益

1.受取会費

2.受取寄耐全

3.受取助成金薔

4.事業収益

5.そ の他収益

経常収益1叶

ll経 常費用

(1)人 件費

給料手当

雑綸

法定福利費

人件口計

(2)そ の憫麟晏費

福利厚生■

支払利息

広告菫伝費

会目■

交陳贄

旅費交通費

水道光熟費

通信運搬費

消耗畠贅

俸僣彙

賃僣科

彙務姜

“

贅

樹金

支払手欧料

“

ロロ●ロ

0

0

1,146200

0

0

6226ュ 81

0

1,0“

39,37

0

129■ 77

3,323■94

557,74

0

49う00

0

0

110,000

64,166

31,422

8,66.662

9258

219,115

898,“

57,40

1,660,077

4●49,S28

4β 89,121

1,610

754269

0

0

0

0

0

551,500

0

0

0

0

8,800

0

0

0

0

0

0

0

11,180

0

55,70

0

0

0

0

0

0

20,000

0

0

0

0

0

31728

1512

2,28514

0

40,034

281,831

0

96,760

4,747,180

105,61,0

660

325,105

0

0

0

0

0

695,615

0

0

8,50

0

0

33,000

0

0

19,140

0

0

1256200

107,74

32,34

10,723,745

9,258

260,953

1,227,606

57rレ10

1,395,014

13,058,102

5,71,95

2,270

1,148,14

31,80

45,66

0

219,(,93

25,16

571253

182,25

1■21738

312,710

0

14,000

3,093540

0

298,332

3,97

31,30

45,66

1256,00

326p67

50,750

19294,98

191,283

1,582,691

1,40,16

57,40

1,09p14

16,151,642

5,71,95

301,102

1■51,811

ヽ 日

ネットワ

ーク割出

事ロ

董贅燿

8●R
普及書発事

■
研修事彙

コンサルテ

ィング●凛

自主口童

研究およ

び技情ロ

発事■

事■●円合

,I
管理

“

円 合針

0

0

50● 18

0

0

0

0

12.832,956

0

23,00

0

0

4´ 74,357

38,34,737

554298

0

O

342,315

6,950,180

0

0

0

428,795

8,046500

0

0

0

18,129,841

53,31,417

577598

480,000

710ュ 12

791,186

0

1,219203

400,000

730,112

10,21,27

53931,417

1,96詢01

50● 18 12,856256 43,63■ 92 7292,995 8,475,95 72,638,856 3,70ぅ01 75,09,357

B,3■

0

2,21

3●10,129

0

591,30

11,661,446

147,350

2,23,350

4,34,471

0

335,723

2248,077

0

390,155

21,667,496

147,350

3,43,84

867,S02

0

150555

22,34p98

147,350

3■94`39

■5,“4 4,001,959 13,33,146 4,670ュ99 2,638,32 25,■59,230 1,018,057 26,77,37



科目

ネットワ

ーク●』出

事彙

政彙掟

■事彙

薔及薔発事

彙
研椰0日

コンサルテ

ィング●日

自主口
=

研究およ

び技術ロ

発事彙

●菫口円合

針
管理●円 合計

地代黎賃

印刷製本■

祖税公課

研修費

保険科

議会費

減価償却費

雑貴

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

0

0

0

0

O

O

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

186p20

1,54

0

3,00

0

0

0

∞ ,∞0

269,118

1,716387

11,405

164,742

0

454236

0

0

4,173

317,177

0

38,16

0

0

11278

0

0

364.004

0

0

0

0

0

60,000

459,16

2,468,622

11,405

256p58

0

4",36

11,78

2,738,72

54,03

72538

0

26,754

lsp00

180247

7,77

2,98´ 72

514,119

2541,160

11´05

283,712

15,000

634.483

13,955

560,03 86,450 12■68,41 24,756,744 8,00,473 1,120,009 47,072,320 9,15,41 S6287,861

560β 03 102,144 16■70,00 38589,890 13,050,672 3,758241 72231550 10,233,98 82● 65,143

・560,03 ‐51,726 3■ 14,044 5,74,002 5,757,677 4,717ρ 54 407,06 -6,63,97 -6555,91

3.固定責産の増減内訳

固定責産の増減は以下の通りです。

4.僣入金の増減内訳

僣入金の増減は以下の通りです。

(単位 :円
)

料目 口首取得督ロ 取得 減少 自表取●●●
…

彙針

ロ
翔未颯■●●

有形固定費産

機械装ロ

無形固定資産

工具器具備品

合計

2,138,400

944●76

0

0

0

0

2ュ38,400

944●76

1,49,29

556,732

789,71

387,944

3,083,076 0 0 3p83,076 1,905,761 1,177,15

(単位 :円
)

科 目 期●

"富
当期僣入 当日返済 期末残高

短期僣入金 25,000,(}00
25,000p00



法人名 :N PO法 人自伐型林業推進協会

量産且量
2022年3月 31日 現在

:費産の部

1.流動■産

現金口金

みずほ銀行

ゆうちよ銀行

りそな銀行

PAYPA竃行

小口現金

前払費用

事務所家■

美里町事業

総会会場使用料等

未収金

0エ ヌアイエスプラス

oト ビムシ

内閣府

自治体その他

預け金

自伐型林業塾

流動責産合計

2.固定賣産

(1)有形固定贅産

機械姜ロ

林内作業車

工具器具備品

PC備品等

有形固定賣産計

(3)投資その他の資産

姜入保証金

事務所保証金

自治体保証金

投贅その他の■産‖

固定賣産合計

責産合針

位

科目 金■

63,070

315,01

246β51

■3,784

6,031,72

52,055

228208

1,25284

134,090

7,00,873

7500,000

8,046500

12534,846

44ρ92,834

789,71

387,944

1,177,15

ユβ96583

729ρ 00

2ュ25,83

3■02,898

47,395,732



科目 金■

|1負債の部

1.流動負債

短期借入金

日本政策金融公庫

未払金

旅費等諸経■

未払費用

給与等

来払法人税等

田年度確定法人税

未払消費税薔

田年度確定消費税

前受金

パタゴニア

美里町事業

預り金

源泉所得税

流動負債合計

2.固定負債

固定負債合計

負債合計

正味財産

25,000,000

10250ρ36

404′ 15

70,000

lβ51,900

5p35,975

1,000,000

241,421

43■54,047

43,54,047

4,041,685



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 年間役員名簿

令和 3年 4月 1 日から 令和 4年 3月 31 日まで

特定非営利活動法人持続可能な環境共生林業を実現する自伐型林業推進協会

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)

И各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

役

名
氏    名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 ナカ′
゛
マ ケンソ

゛
ウ

中嶋 健造
令和3年 4月 1日

～令和4年3月 31日

令和3年 4月 1日

～令和4年 3月 31日

理事 ツルミ

鶴見

タケミチ

武道
令和3年4月 1日

～令和4年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 ヤナカ  シケ
゛
ル

家中 茂
令和3年4月 1日

～令和4年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 ′ヽシモト  ミツハル

橋本 光治
令和3年4月 1日

～令和4年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 ヨシハル

良治

カイ

甲斐
令和3年4月 1日

～令和4年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 シノミヤ  シケ・ハル

四官 成晴
令和3年4月 1日

～令和4年 3月 31日

令和3年4月 1日

～令和4年 3月 31日

理事 カサマツ  ヒロキ

笠松 浩樹
令和3年4月 1日

～令和4年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 ウエカ
｀
キ  ヨンヒロ

上珂 喜寛
令和3年 4月 1日

～令和4年 3月 31日

令和3年 4月 1日

～令和4年3月 31日

理事 タク
゛
チ

田口

トシヒロ

壽洋
令和3年4月 1日

～令和4年 3月 31日
［
ロ

日

　

月

月
　
年

年
　
”

理事 イトウ  ノリアキ

伊藤 典明
令和3年 4月 1日

～令和4年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

監事
キ

，

コ
颯

ツ

¨，

効

高

ワタル

渉
令和3年 4月 1日

～令和4年 3月 31日

年 月 日

年 月 日



書式第 19号 (法第 28条関係 )

社員の うち10人以上の者の名簿
令和 4年 3月 31 日現在

特定非営利活動法人持続可能な環境共生林業を実現する自伐型林業推進協
△

氏   名

1 中嶋 健造

2 鶴見 武道

3 橋本 光治

4 四宮 成晴

5 笠松 浩樹

6 上垣 喜寛

7 田口 壽洋

8 伊藤 典明

9 高月 渉

1

0
中塚 高士


